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（証券コード　6289）　
平成23年11月８日 　

株　主　各　位
高知市布師田 3 9 4 8 番地１　

代表取締役社長 北　村　精　男　
 

第30期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第30期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席ください
ますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席おさしつかえの場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書
用紙に賛否をご表示いただき、平成23年11月24日（木）午後５時までに到着するよう折
返しご送付くださいますようお願い申しあげます。� 敬　具　

記
１．日　　　時　平成23年11月25日（金）午前10時
２．場　　　所　高知市布師田3948番地１
　　　　　　　　　当社本社　社員ホール

３．会議の目的事項
　　　報告事項　１.	 第30期（自平成22年9月1日至平成23年8月31日）事業報告、連結

計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連結計算書類監査
結果報告の件

２.	 第30期（自平成22年9月1日至平成23年8月31日）計算書類報告の件
決議事項

第１号議案　剰余金の処分の件
第２号議案　監査役２名選任の件
� 以　上

　� 　
◎　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいま
すようお願い申しあげます。

◎　株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修正が生じた場合は、
インターネット上の当社ウェブサイト（http://www.giken.com）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
事　　業　　報　　告
自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日

１．企業集団の現況
⑴　当事業年度の事業の状況
①　事業の経過および成果
　当連結会計年度におけるわが国建設業界は、東日本大震災からの復旧・復
興に向けて、これまでの長期低落傾向とは違った動きが出てくるものと見込
まれましたが、現実には、震災の影響で、従来からの工事が先延ばしになり、
さらには、海外景気の減速や円高も加わって、民需も振るわず、これまで以
上に厳しい状況となりました。こうした中で、当社グループの関わる基礎機
械業界においても、依然として、市場の閉塞感が払拭できない状況が続いて
おります。
　しかしながら、今回の震災によって、東日本の復旧・復興に止まらず、日
本の国土全体の防災を充実させるべきとの機運が高まってきており、地震・
津波・台風・河川氾濫・地滑りなどの自然災害への対策に力を発揮する当社
グループの新技術・新工法への需要は、今後、ますます増大していくものと
予測しております。このため、当社グループは、震災の復興支援と合わせ、
これまでも提唱してきた「インプラント構造」を軸とした新たな建設の構築
を目的として「国土防災技術本部」を立ち上げるとともに、圧入技術に関す
るセミナー・コンサルティングを実施し、圧入技術の普及拡大を図っており
ます。
　こうした中で、当社グループの連結売上高は10,322百万円（前期比12.6％減）
となりました。利益面においては、営業利益は825百万円（同40.7％減）、経
常利益は790百万円（同35.9％減）、当期純利益は495百万円（同45.2％減）と
なりました。
　事業の状況は、次のとおりであります。
【建設機械事業】
　従来の圧入機では施工不可能であった硬質地盤を施工可能とした硬質地盤
対応機「クラッシュパイラー」ならびに圧入工法の優位性を確保しながら機
械本体に回転切削機能を付加した「ジャイロパイラー」の販売を推進した結
果、建設機械事業の売上高は7,460百万円、営業利益は1,279百万円となりま
した。

（ ）
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【圧入工事事業】
　圧入工事においては、当社グループは、発明性が高く、高付加価値の特殊
工事に特化し、一般的な工事は、国内外ともに技研型フランチャイズ（ＧＴ
ＯＳＳチャイズ）により、各種圧入機・工法・コンピューターソフト・施工
ノウハウ・エンジニアリング等をフランチャイズのメンバーの皆様に提供す
るというビジネスモデルへの転換を進めております。この結果、圧入工事事
業の売上高は2,862百万円、営業利益は425百万円となりました。
②　設備投資の状況
　当連結会計年度中に実施した設備投資の総額は、927百万円であります。
　主な設備投資の内容は、工事用機械の取得であります。
　なお、当連結会計年度中に重要な影響を及ぼす設備の売却、撤去等はあり
ません。
③　資金調達の状況
　当連結会計年度において、該当事項はありません。

⑵　直前３事業年度の財産および損益の状況
①　企業集団の財産および損益の状況

区　　　分 第 27 期
平成 19 年度

第 28 期
平成 20 年度

第 29 期
平成 21 年度

第 30 期
（当連結会計年度）
平成 22 年度

売　　上　　高（千円） 12,752,543 11,739,392 11,807,830 10,322,266

経　常　利　益（千円） 1,227,109 1,133,856 1,233,320 790,897

当 期 純 利 益（千円） 817,286 498,079 905,260 495,777
１株当たり当期純利益
� （円） 37.53 23.01 42.59 23.36

総　　資　　産（千円） 21,538,983 19,614,324 21,140,704 20,467,118

純　　資　　産（千円） 14,360,381 14,121,575 14,612,939 14,776,623

（注）	１.	 千円単位の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
	 ２.	 １株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。
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②　当社の財産および損益の状況

⑶　重要な親会社および子会社の状況（平成23年８月31日現在）
①　親会社の状況
　該当事項はありません。
②　重要な子会社の状況

会　社　名 資 本 金 当社の出資
  比率 （％）     主要な事業内容

株式会社　技研施工 30百万円 100 圧入工事および基礎工事

ギケン　ヨーロッパ　ビー・ブィ ８百万
ユーロ

100 建設機械の販売および�
圧入工事

ギケン　セイサクショ　アジア
プライベート・リミテッド

２百万
シンガポールドル

100 建設機械の販売および�
圧入工事

ギケン　アメリカ　コーポレーション ９百万
米ドル

100 建設機械の販売および�
圧入工事

区　　　分 第 27 期
平成 19 年度

第 28 期
平成 20 年度

第 29 期
平成 21 年度

第 30 期
（当事業年度）
平成 22 年度

売　　上　　高（千円） 7,961,100 8,418,760 8,790,813 8,082,954

経　常　利　益（千円） 770,253 1,686,274 481,175 202,427

当 期 純 利 益（千円） 469,147 208,612 312,443 281,129
１株当たり当期純利益
� （円） 21.54 9.64 14.70 13.25

総　　資　　産（千円） 22,202,247 19,752,006 20,473,086 19,993,827

純　　資　　産（千円） 14,932,891 14,714,492 14,658,599 14,631,941

（注）	１.	 千円単位の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
	 ２.	 １株当たり当期純利益は、期中平均株式数により算出しております。



－ 5－

⑷　対処すべき課題
　震災の復興、将来に備える国土防災において、当社グループの提唱する「イ
ンプラント構造」による防波堤、防潮堤、遮水壁等の災害・防災対策を実現し
ていくことが緊急の課題であります。
　また、当社グループは、「開発型企業」として新奇性、発明性に富んだ機械・
工法・技術を次々に開発していくことを経営理念として定めております。その
実現のために、開発のスピードを上げ、新製品を早期に市場投入してまいりま
す。
　さらに、中長期的には、当社グループは、「インプラント構造」の優位性を
国際圧入学会（ＩＰＡ）、全国圧入協会（ＪＰＡ）等の専門機関と協働で、科
学的に実証し、普及していくとともに、エンジニアリング機能を一層強化し、「新
奇性・発明性に富んだ建設機械」と「建設工事の新しいソリューション」を提
供する「工法開発企業」として、グローバルに発展することを目標としており
ます。
　耐震地下駐車場「エコパーク」と耐震地下駐輪場「エコサイクル」を展開す
る地下開発事業は、震災の影響もあって、当連結会計年度の完成は「エコサイ
クル」が、東京都中央区人形町１基、高知県高知工科大学１基という結果に終
わりました。今後は、新製品の投入も含め、事業の発展に努めてまいります。

⑸　主要な事業内容（平成23年８月31日現在）
①　建設機械事業として当社は、各種の油圧式杭圧入引抜機（サイレントパイ
ラー）および周辺機械を開発・製造・販売するとともに、それに附帯する保
守サービスを行い、無公害圧入工法の普及拡大に努めております。そのほか
海外子会社のギケン　ヨーロッパ　ビー・ブィ、ギケン　セイサクショ　ア
ジア　プライベート・リミテッド、ギケン　アメリカ　コーポレーションに
おいても機械販売と保守サービスを行っております。
②　圧入工事事業として当社は、圧入技術から生まれる新工法を次々と開発し、
その普及と市場拡大に努めるとともに、圧入というコア技術を発展させ、「地
上に文化を、地下に機能を」というコンセプトで耐震地下駐車場「エコパー
ク」と耐震地下駐輪場「エコサイクル」を受注し工事を行っております。
　国内子会社の株式会社技研施工および海外子会社は、当社製の最新鋭のサ
イレントパイラーおよび周辺機械を用いて、長年培ってきた高い技術力と豊
富な実績をもとに、圧入工事を行っております。また同時に、様々な工事現
場で得た稼動データや改良事項をメーカーである当社にフィードバックし、
圧入機だけでなく、そのシステム化などさらなる進化に貢献しており、グルー
プの事業に有効な相乗効果をもたらしております。
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⑹　主要な営業所および工場（平成23年８月31日現在）

当社 本 　 　 　 社	：高知県高知市
東 京 事 業 所	：東京都江東区
国土防災技術本部
復 興 支 援 室	：宮城県仙台市

本 社 工 場	：高知県高知市
東 京 工 場	：東京都足立区
関 西 工 場	：兵庫県丹波市

株式会社　技研施工 本　　　　　社	：高知県高知市
工　　務　　部：東京都江東区

ギケン　ヨーロッパ　ビー・ブィ 本　　　　　社	：オランダ王国アルメーレ市

ギケン　セイサクショ　アジア
プライベート・リミテッド 本　　　　　社	：シンガポール共和国

ギケン　アメリカ　コーポレーション 本 社：アメリカ合衆国フロリダ州

⑺　使用人の状況（平成23年８月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

事　業　区　分 使　用　人　数 前連結会計年度末比増減

建 設 機 械 事 業 265名 3名減

圧 入 工 事 事 業 91名 7名減

全　　社（共通） 57名 4名増

合　　計 413名 6名減

（注）全社（共通）に記載している使用人数は、特定の事業に区分できない管理部門に
所属しているものであります。
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②　当社の使用人の状況

使　用　人　数 前事業年度末比増減 平　均　年　齢 平均勤続年数

322名   　－ 34.2歳 11.2年

（注）１.	 平均年齢および平均勤続年数は、小数点第２位以下を切り捨てて表示してお
ります。

	 ２.	 使用人数には、関係会社への出向者11名を除き、受入出向者54名を含んでお
ります。

⑻　主要な借入先および借入額（平成23年８月31日現在）

借　入　先 借入金残高（百万円）

株 式 会 社 四 国 銀 行 402

株式会社三井住友銀行 398

株 式 会 社 高 知 銀 行 326

株式会社みずほ銀行 285

（注）借入金残高は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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２．会社の現況
⑴　株式の状況（平成23年８月31日現在）

①　発行可能株式総数	 　普通株式　49,800,000株

②　発行済株式の総数	 　普通株式　21,899,528株

③　株主数	 1,950名

④　大株主（上位10名）

株　　主　　名 持 株 数 持株比率

有 限 会 社　 北 村 興 産 6,001
千株

28.29
％

北 村 精 男 2,391 11.27

技 研 製 作 所 従 業 員 持 株 会 990 4.67

株 式 会 社　 四 国 銀 行 724 3.41

北 村 博 美 649 3.06

北 　   村   　 知 佐 子 648 3.05

北 村 精 章 646 3.04

株 式 会 社　 高 知 銀 行 643 3.03

技 研 共 栄 会 608 2.86

ステート ストリート バンク アンド トラストカンパニー 505104 292 1.37

（注）	１．持株数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
	 ２．持株比率は、自己株式（691,911株）を控除して計算しております。
	 ３．持株比率は、小数点第３位以下を切り捨てて表示しております。
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⑵　新株予約権等の状況
①　当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成23年８月31日現在）

名　　称 平成19年第１回新株予約権

発行決議の日 平成19年７月24日

保有人数	
当社取締役（社外役員を除く） ４名

新株予約権の目的となる株式の種類 当社普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 44,000株
（新株予約権１個につき1,000株とする）

新株予約権の払込金額 金銭の払込みを要しない

新株予約権の行使に際して出資され�
る財産の価額

新株予約権１個当たり　　463,000円
　　　   （１株当たり	     463円）

新株予約権の行使期間 平成21年８月11日から
平成23年11月30日まで

新株予約権の主な行使条件

新株予約権者は、権利行使時におい
ても、当社の取締役、監査役、執行
役員、顧問または従業員ならびに当
社子会社の役員または従業員その他
これに準ずる地位にあることを要する。
ただし、任期満了による退任、定年
退職その他これに準ずる正当な事由
がある場合にはこの限りでない。

②　その他新株予約権等に関する重要な事項
　該当事項はありません。
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⑶　会社役員の状況
①　取締役および監査役の状況（平成23年８月31日現在）
会社における地位 氏　　　名 担当および重要な兼職の状況
代表取締役社長 北 村 精 男 新工法開発事業　担当

専 務 取 締 役 南　    哲 夫
製品事業、支援事業、海外事業　担当
ギケン　アメリカ　コーポレーション　� 社長
ギケン　セイサクショ　アジア　プライベート・
リミテッド� 代表取締役

常 務 取 締 役 田 中 孝 明
管理本部、情報事業、海外事業　担当
ＩＰＡ推進室長
ギケン　ヨーロッパ　ビー・ブィ　代表取締役

取 締 役 岡 田   　 仁 企画営業部長
常 勤 監 査 役 鍵 山 昭 嘉
監 査 役 山 中 紀 雄
監 査 役 徳 平 忠 昭

（注）常勤監査役鍵山昭嘉および監査役山中紀雄の両氏は社外監査役であります。なお、
当社は大阪証券取引所に対して、鍵山昭嘉および山中紀雄の両氏を独立役員とす
る独立役員届出書を提出しております。

②　取締役および監査役の報酬等
　当事業年度に係る報酬等の総額
会社における地位 支　給　人　員（名） 支　給　額（百万円）
取 締 役 ４  202
監 査 役
（うち社外監査役）

３
（２）

  13
　（10）

合 　 計
（ う ち 社 外 役 員 ）

７
（２）

 215
　（10）

（注）	１.	 支給額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
	 ２.	 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれており

ません。
	 ３.	 支給額には、役員賞与および役員退職慰労引当金繰入額が含まれております。
	 ４.	 株主総会決議による報酬限度額は次のとおりであります。
		  取締役（平成10年11月26日開催　第17期定時株主総会決議）　年額300百万円
		  監査役（平成10年11月26日開催　第17期定時株主総会決議）　年額  30百万円
	 ５.	 当社は平成22年11月25日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制度

を廃止し、これまでの在任期間に応じた役員退職慰労金を各役員の退任時に
支給することを決議いたしました。
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③　社外役員の状況
イ．社外役員の重要な兼職の状況等
　該当事項はありません。

ロ．社外役員の主な活動状況
地　位 氏　名 主な活動状況

社外監査役 鍵山　昭嘉

当事業年度に開催した取締役会11回全てに出席し、
独立的および中立的立場から、公正な意見表明を行
いました。また、当事業年度に開催した監査役会13
回全てに出席し、監査の方法その他の監査役の職務
の執行に関する事項について、意見表明を行うとと
もに監査に関する重要事項の協議等を行いました。

社外監査役 山中　紀雄

当事業年度に開催した取締役会11回全てに出席し、
独立的および中立的立場から、公正な意見表明を行
いました。また、当事業年度に開催した監査役会13
回全てに出席し、監査の方法その他の監査役の職務
の執行に関する事項について、意見表明を行うとと
もに監査に関する重要事項の協議等を行いました。

ハ．責任限定契約に関する事項
氏　　名 責任限定契約の内容の概要

鍵山　昭嘉
当社は社外監査役との間に、会社法第423条第１項の責
任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責
任の限度額は法令が定める最低責任限度額であります。

山中　紀雄
当社は社外監査役との間に、会社法第423条第１項の責
任を限定する契約を締結しており、当該契約に基づく責
任の限度額は法令が定める最低責任限度額であります。

⑷　会計監査人の状況
①　会計監査人の名称　　有限責任 あずさ監査法人

②　当事業年度に係る報酬等の額
支払額（百万円）

公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２
条第１項の業務に係る報酬等の額 24

当社および当社の子会社が支払うべき金銭
その他の財産上の利益の合計額 24
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（注）	１.	 支払額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
	 ２.	 報酬等の額は、会社法上の監査と金融商品取引法上の監査について、会計監

査人との契約において明確に区分せず、かつ、実質的にも区分できないため
合わせて開示しております。

	 ３.	 当社の連結子会社のうち、ギケン　ヨーロッパ　ビー・ブィ、ギケン　セイ
サクショ　アジア　プライベート・リミテッド、ギケン　アメリカ　コーポ
レーションは、当社の会計監査人以外の会計事務所の監査を受けております。

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当する
と認められる状況もしくはこれに類する事態にあり、当社の監査の継続に著
しい支障を来すと判断した場合、または監査役会もしくは取締役会が必要と
認めた場合は、監査役会と取締役会が相互に協力し、その事実および状況を
充分調査・検討した上で、監査役会が当該会計監査人の解任または不再任を
決定することといたします。

⑸　業務の適正を確保するための体制
　当社は、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため
の体制その他株式会社の業務の適正を確保するための体制を以下のとおり決議
しております。
①　取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保する
ための体制
イ．取締役会は、取締役会規則に則り、会社の業務執行を決定する。
ロ．総務部と経理部を統括する管理本部を設置し、稟議制度の運用、社内規
程の整備、人事管理、予算・実績管理、社内情報システム構築等を行い、
部門間の内部牽制を徹底し、コンプライアンスに関する体制の構築、およ
び運用を行う。
ハ．財務報告に係わる内部統制を整備・運用し虚偽記載の防止を図る。
ニ．監査役による監査に加え、内部監査室による内部監査により、定期的に
事業活動の適法性、適正性の検証を行うとともに、内部統制の評価を行う。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制
イ．取締役の職務執行に係る情報については、文書管理規程により、適切に
保存および管理を行う。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
イ．リスク管理については、コンプライアンスに関する体制と同様に、管理
本部が主幹部門となり、リスク管理体制の構築、および運用を行う。
ロ．各部門は、それぞれの部門にて予見されるリスクを特定し、発生の未然
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防止およびリスク発生時における影響の軽減等を図る。
④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
イ．経営に関する重要事項の決議、経営計画および各事業の進捗状況を確認
し、経営資源が効率的に運用されているかを検証するため、原則として毎
月１回取締役会を開催する。さらに、経営に関する重要事項の具体的実行
および成果を検証するため、経営会議を開催する。取締役会および経営会
議の運営にあたっては、管理本部が代表取締役を補佐して全体の事務を司
る。
ロ．取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程、
職務権限規程に則り、迅速に行う。
ハ．各部門は、取締役会に対し、迅速かつ正確な情報を提供するため、月次
報告書を提出する。

⑤　当社ならびにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保する
ための体制
イ．当社の担当役員が、グループ会社の職務執行を監視・監督、指導、助言
ができるよう体制を整備する。そのため、グループ会社の運営上の重要事
項について手続き基準を制定した。
ロ．子会社の業務執行については、当社取締役会で定期的に報告させ、所定
の基準により、当社の決裁を得ることにより、内部牽制を働かせる体制を
構築する。

⑥　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
イ．現在、専属の監査役スタッフは置いていないが、今後その必要性が生じ
た場合には、監査役の意向を踏まえて配置する。
ロ．当該スタッフの任命・異動等、人事に係る事項の決定には、監査役の意
向を反映させるよう配慮し、取締役からの独立性を確保する。

⑦　取締役および使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への
報告に関する体制、ならびにその他監査役の監査が実効的に行われることを
確保するための体制
イ．監査役が必要に応じて取締役または使用人から職務執行の状況について
報告を受けることができる体制を整備済みである。監査が実効的に行われ
ることを確保するために必要な体制について、監査役会の意見を聴取し、
引続きその整備に取り組む。
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連 結 貸 借 対 照 表
（平成23年８月31日現在）

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　目 金　　　額
〔資産の部〕

流　動　資　産 10,938,713
現 金 及 び 預 金 4,332,022
受取手形及び売掛金 3,841,750
製 品 828,085
仕 掛 品 593,055
未成工事支出金 13,173
原材料及び貯蔵品 741,035
繰 延 税 金 資 産 387,251
そ の 他 218,669
貸 倒 引 当 金 △16,330

固　定　資　産 9,528,404
有 形 固 定 資 産 7,449,594
建物及び構築物 739,328
機械装置及び運搬具 1,551,643
土 地 4,726,105
建 設 仮 勘 定 368,360
そ の 他 64,155

無 形 固 定 資 産 66,751

投資その他の資産 2,012,058
投 資 有 価 証 券 212,874
繰 延 税 金 資 産 685,040
そ の 他 1,135,083
貸 倒 引 当 金 △4,595
投資損失引当金 △16,343

資　産　合　計 20,467,118

科　　　　目 金　　　額
〔負債の部〕

流　動　負　債 3,154,053
支払手形及び買掛金 1,699,570
短 期 借 入 金 312,112
未 払 法 人 税 等 45,539
賞 与 引 当 金 281,669
その他の引当金 11,416
そ の 他 803,745

固　定　負　債 2,536,441
長 期 借 入 金 1,251,680
製品機能維持引当金 241,887
その他の引当金 54,051
そ の 他 988,822

負　債　合　計 5,690,495
〔純資産の部〕

株　主　資　本 15,043,930
資 本 金 3,240,431
資 本 剰 余 金 4,400,749
利 益 剰 余 金 7,705,008
自 己 株 式 △302,258

その他の包括利益累計額 △298,564
その他有価証券評価差額金 △2,302
為替換算調整勘定 △296,261

新 株 予 約 権 31,256
純 資 産 合 計 14,776,623
負債純資産合計 20,467,118
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連 結 損 益 計 算 書
自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日（ ）

（単位：千円）
科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売 上 高 10,322,266
売 上 原 価 6,399,139

売 上 総 利 益 3,923,126
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 3,097,869

営 業 利 益 825,256
営 業 外 収 益
受 取 利 息 2,344
受 取 配 当 金 2,265
ス ク ラ ッ プ 売 却 益 40,829
不 動 産 賃 貸 料 20,655
そ の 他 28,997 95,092

営 業 外 費 用
支 払 利 息 18,427
た な 卸 資 産 廃 棄 損 51,290
為 替 差 損 55,554
そ の 他 4,179 129,451

経 常 利 益 790,897
特 別 利 益
固 定 資 産 売 却 益 18,715
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 12,253
補 助 金 収 入 4,630 35,600

特 別 損 失
固 定 資 産 廃 棄 損 45,808
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,350
減 損 損 失 15,340
そ の 他 の 引 当 金 繰 入 額 16,088 78,586

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 747,911
法人税、住民税及び事業税 121,355
法 人 税 等 調 整 額 130,777 252,133

少数株主損益調整前当期純利益 495,777
当 期 純 利 益 495,777

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日

（単位：千円）
（ ）

科　　　　　　　目 金　　額
株主資本
資本金
前期末残高 3,240,431
当期末残高 3,240,431
資本剰余金
前期末残高 4,400,751
当期変動額
自己株式の処分 △2
当期変動額合計 △2
当期末残高 4,400,749
利益剰余金
前期末残高 7,506,414
当期変動額
剰余金の配当 △297,183
当期純利益 495,777
当期変動額合計 198,593
当期末残高 7,705,008
自己株式
前期末残高 △290,286
当期変動額
自己株式の取得 △12,001
自己株式の処分 29
当期変動額合計 △11,971
当期末残高 △302,258
株主資本合計
前期末残高 　14,857,311
当期変動額
剰余金の配当 △297,183
当期純利益 495,777
自己株式の取得 △12,001
自己株式の処分 27
当期変動額合計 186,619
当期末残高 15,043,930
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科　　　　　　　目 金　　額
その他の包括利益累計額
その他有価証券評価差額金
前期末残高 △3,947
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,644
当期変動額合計 1,644
当期末残高 △2,302
為替換算調整勘定
前期末残高 △271,955
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △24,305
当期変動額合計 △24,305
当期末残高 △296,261
その他の包括利益累計額合計
前期末残高 △275,903
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22,661
当期変動額合計 △22,661
当期末残高 △298,564

新株予約権
前期末残高 31,531
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △274
当期変動額合計 △274
当期末残高 31,256
純資産合計
前期末残高 14,612,939
当期変動額
剰余金の配当 △297,183
当期純利益 495,777
自己株式の取得 △12,001
自己株式の処分 27
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △22,935
当期変動額合計 163,683
当期末残高 14,776,623

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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連　結　注　記　表

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項
⑴　連結子会社の数および連結子会社の名称
　連結子会社の数　　　４社
連結子会社の名称

株式会社　技研施工
ギケン　ヨーロッパ　ビー・ブィ
ギケン　セイサクショ　アジア　プライベート・リミテッド
ギケン　アメリカ　コーポレーション

⑵　非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称

株式会社　高知技研コンサルタント
株式会社　ジーアンドビー
株式会社　エムアンドエム

連結の範囲から除いた理由
　非連結子会社は、いずれも小規模であり、各社の総資産、売上高、当期純
損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）は、いずれも
連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
持分法を適用していない非連結子会社および関連会社の名称等

株式会社　高知技研コンサルタント
株式会社　ジーアンドビー
株式会社　エムアンドエム
台湾技研製作所股份有限公司

持分法適用の範囲から除いた理由
　持分法非適用会社は、各社の当期純損益（持分に見合う額）および利益剰
余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書
類に及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであり
ます。
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３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

　　　会　　　社　　　名	 	   決 算 日
ギケン　ヨーロッパ　ビー・ブィ		  ５月31日
ギケン　セイサクショ　アジア　プライベート・リミテッド		  ６月30日
ギケン　アメリカ　コーポレーション		  ５月31日

　連結計算書類作成に当たっては、連結子会社の決算日現在の計算書類を使用
しております。ただし、同決算日の翌日から連結決算日までの期間に生じた重
要な取引については、連結上必要な調整を行っております。

４．会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準および評価方法
①　有価証券

その他有価証券
時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動
平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの………移動平均法による原価法を採用しております。
②　デリバティブ……………時価法を採用しております。
③　たな卸資産

製品、仕掛品および
未成工事支出金…………個別法による原価法（貸借対照表価額については、

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用
しております。
ただし、在外連結子会社の製品については、個別
法による低価法を採用しております。

原材料……………………月別総平均法による原価法（貸借対照表価額につ
いては、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）
を採用しております。
ただし、中古機は個別法による原価法（貸借対照
表価額については、収益性の低下に基づく簿価切
下げの方法）を採用しております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
①　有形固定資産（リース資産を除く）
　当社および国内連結子会社は定率法（ただし、当社のレンタル資産につい
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ては経済的、機能的な実情を勘案した合理的な償却年数による定額法、当社
および国内連結子会社の平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備を
除く）については定額法）を、在外連結子会社は定額法を採用しております。
　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建物及び構築物　　　３年～ 45年
機械装置及び運搬具　２年～ 17年

②　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。ただし、当社および国内連結子会社の自社利
用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（５年）に基づいて
おります。
③　リース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶　重要な引当金の計上基準
①　貸倒引当金………………	当社および国内連結子会社は、売上債権、貸付金

等の貸倒損失に備えるため、一般債権については
貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に
ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。また、在外連結子会社
では、債権の実態に応じ貸倒見積高を計上してお
ります。

②　投資損失引当金…………	投資先への投資に係る損失に備えるため、当該会
社の財政状態および回収可能性を勘案して、必要
額を計上しております。

③　賞与引当金………………	従業員に対して支給する賞与の支出に充てるた
め、支給見込額のうち当連結会計年度の負担額を
計上しております。

④　役員賞与引当金…………	国内連結子会社は、役員に対して支給する賞与の
支出に充てるため、支給見込額のうち当連結会計
年度の負担額を計上しております。

	 （追加情報）
	 　当社は従来、役員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき役員賞与引当
金を計上しておりましたが、当事業年度より内規
に基づき事前確定届出給与制度を導入したことに
伴い、当該報酬額を未払役員賞与として流動負債
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の「その他」に含めて表示しております。
⑤　受注工事損失引当金……	国内連結子会社は、受注工事に係わる将来の損失

に備えるため、当連結会計年度末において見込ま
れる未引渡工事の損失見込額を計上しておりま
す。

⑥　退職給付引当金…………	従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度
末における退職給付債務および年金資産の額に基
づき、当連結会計年度末において発生していると
認められる額を計上しております。

	 （追加情報）
・退職給付制度の一部変更
　当社および国内連結子会社は、平成23年３月１
日に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度
に移行しております。この移行に伴う会計処理に
ついては「退職給付制度間の移行等に関する会計
処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用し
ております。
　これにより、当連結会計年度の営業利益、経常
利益および税金等調整前当期純利益は、それぞれ
35,085千円増加しております。

⑦　役員退職慰労引当金……	役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基
づく期末要支給額を計上しております。
（追加情報）
・役員退職慰労金制度の廃止
　当社は平成22年11月25日開催の定時株主総会に
おいて、役員退職慰労金制度を廃止し、これまで
の在任期間に応じた役員退職慰労金を各役員の退
任時に支給することを決議いたしました。また、
国内の連結子会社についても、平成22年10月開催
の定時株主総会において、役員退職慰労金制度の
廃止および退任時に支給することを決議いたしま
した。
　これにより、当社および国内連結子会社の「役
員退職慰労引当金」（728,570千円）を全額取り崩
し、流動負債および固定負債の「その他」に計上
しております。
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⑧　製品機能維持引当金……	当社の販売済み製品の機能維持費用に充てるた
め、対象となる製品の契約内容に従い、過去の実
績による機種ごとの必要見込額を計上しておりま
す。

⑷　重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。なお、在外連結子会社の資産および負
債ならびに収益および費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めております。

⑸　重要な収益および費用の計上基準
①　提出会社および国内連結子会社
　完成工事高および完成工事原価の計上は、当連結会計年度末までの進捗部
分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の
進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事については工事完成基準を
適用しております。
②　在外連結子会社
　完成工事高および完成工事原価の計上は、所在地国の会計基準に従い、全
ての工事について工事進行基準を適用しております。

⑹　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている
為替予約および通貨スワップについては振当処理によっております。
②　ヘッジ手段とヘッジ対象
　為替予約および通貨スワップを手段として、契約時に存在する債権債務等
を対象としております。
③　ヘッジ方針
　社内規程においてヘッジの手段と対象を定め、為替変動リスクをヘッジす
る目的で行っております。
④　ヘッジ有効性評価の方法
　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段
のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動を比較し、その変動額の比
率によって有効性を評価しております。
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⑺　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　消費税等の会計処理
　税抜方式によっております。

⑻　連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更
①　会計方針の変更
　　（資産除去債務に関する会計基準の適用）
　当連結会計年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第
18号 平成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」
（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。こ
れによる損益に与える影響はありません。
②　連結貸借対照表の表示方法の変更
　「役員賞与引当金」は、前連結会計年度まで流動負債において区分掲記し
ておりましたが、重要性がなくなったため、流動負債の「その他の引当金」
に含めて表記しております。なお、当連結会計年度の「役員賞与引当金」は
3,900千円であります。
③　連結損益計算書の表示方法の変更
　・前連結会計年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示してお
りました「スクラップ売却益」は、金額の重要性が増したため、当連結会計
年度では区分掲記しております。なお、前連結会計年度の営業外収益の「そ
の他」に含まれる「スクラップ売却益」は4,766千円であります。
　・当連結会計年度より、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準
第22号 平成20年12月26日）に基づく「会社法施行規則、会計計算規則等の
一部を改正する省令」（平成21年法務省令第７号 平成21年３月27日）の適用
により、「少数株主損益調整前当期純利益」の科目で表示しております。

連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額� 6,873,542千円

２．担保資産および担保付債務
担保に供している資産は次のとおりであります。

建物	 101,686千円	 土地� 1,714,177千円　　　　
担保資産に対応している債務は次のとおりであります。

短期借入金	     40,000千円
長期借入金	 1,443,792千円
（内１年内返済予定の長期借入金	     192,112千円）
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３．買取保証	 373,414千円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類および総数に関する事項

前連結会計年度末
株式数　　　（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数　　　（株）

普 通 株 式 21,899,528 － － 21,899,528

２．自己株式の種類および株式数に関する事項
前連結会計年度末
株式数　　　（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数　　　（株）

普 通 株 式 662,665 29,314 68 691,911

（注）自己株式の増加は、単元未満株式の買取りによるものであり、自己株式の減少は、単
元未満株式の売渡請求による売渡しによるものであります。

３．剰余金の配当に関する事項
⑴　配当金支払額等

決　議 株式の
種　類

配当金の
総　　額

１株当たり
配　当　額 基準日 効力発生日

平成22年11月25日
定時株主総会

普　通
株　式 169,894千円 ８円 平成22年８月31日 平成22年11月26日

平成23年４月11日
取 締 役 会

普　通
株　式 127,288千円 ６円 平成23年２月28日 平成23年５月17日

計 297,183千円

⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会
計年度となるもの
　平成23年11月25日開催予定の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に
関する事項を次のとおり提案しております。
①　配当金の総額	 169,660千円
②　１株当たりの配当額	 ８円
③　基準日	 平成23年８月31日
④　効力発生日	 平成23年11月28日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
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４．当連結会計年度末日における新株予約権（権利行使期間の初日が到来していな
いものを除く）の目的となる株式の種類および数

区　分 新株予約権の
内訳

新株予約権の
目的となる
株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高
（千円）

前連結会計
年度末

当連結会計
年度増加

当連結会計
年度減少

当連結会計
年度末

提出会社
ストック・オプ
ションとして
の新株予約権

－ － － － － 31,256

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項
⑴　金融商品に対する取組方針
　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達につ
いては銀行借入による方針であります。デリバティブ取引については、財務上
発生する為替変動リスクを回避する目的のためにのみ行っており、投機的な取
引は一切行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容およびそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されておりま
す。また、グローバルに事業を展開していることから生じている外貨建営業債
権は、為替の変動リスクに晒されております。
　投資有価証券は主に業務上の関係を有する企業の株式であり、その一部は市
場価格の変動リスクに晒されております。
　営業債務である支払手形及び買掛金は、１年以内の支払期日であります。ま
た、その一部には、外貨建のものがあり、為替の変動リスクに晒されておりま
すが、恒常的に同じ外貨建売掛金残高の範囲内にあります。短期借入金および
社債は、主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金は、主に設備投資に
係る資金調達であります。変動金利の借入金は、金利の変動リスクに晒されて
おりますが、短期のものに限定しております。
　デリバティブ取引は、主として為替変動リスクおよび通貨スワップ取引を回
避するために行っており、必要な範囲内での為替予約取引を利用しております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理
　営業債権に係る信用リスクについては、社内規程に基づき、顧客の信用状
況を十分調査するとともに営業債権の期日管理および残高管理を行い、リス
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ク低減を図っております。
②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　外貨建債権債務については、為替の変動リスクを回避する目的で為替予約
取引等を行っております。
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握して
おります。
　デリバティブ取引については、社内規程に定められた決裁手続を経て、財
務担当部門が実行および管理を行っております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合に
は合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変
更要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該
価額が変動することもあります。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成23年８月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額に
ついては、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認
められるものは、次表には含まれておりません。（（注２）参照）

連結貸借対照表
計 　 上  　額
（千円）

時　価
（千円）

差　額
（千円）

⑴ 現金及び預金 4,332,022 4,332,022 －
⑵ 受取手形及び売掛金 3,841,750 3,841,750 －
⑶ 投資有価証券
　その他有価証券 107,344 107,344 －

資　産　計 8,281,117 8,281,117 －
⑴ 支払手形及び買掛金 1,699,570 1,699,570 －
⑵ 短期借入金（※ 1） 120,000 120,000 －
⑶ 長期借入金（※ 1） 1,443,792 1,455,187 11,395
⑷ その他
　 　社　債 160,000 160,623 623

負　債　計 3,423,362 3,435,380 12,018
デリバティブ取引（※2） 10,188 10,188 －

（※１）	 短期借入金に含まれる1年内返済予定の長期借入金は（３）長期借入金に含め
ております。

（※２）	 デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は総額で表示しております。
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 （注１）金融商品の時価の算定方法に関する事項
資　産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形及び売掛金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。
⑶　投資有価証券
　　投資有価証券の時価について、株式は取引所の価格によっております。
負　債
⑴　支払手形及び買掛金、⑵　短期借入金
　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該
帳簿価額によっております。
⑶　長期借入金
　長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に
想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。
⑷　その他　社債
　社債の時価については、元利金の合計額を当該社債の残存期間および信用リスク
を加味した利率で割り引いて算定する方法によっております。

 （注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

区　　　　分 連結貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券（非上場） 8,600

関係会社株式 96,930
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ストック・オプション等に関する注記
１．権利不行使による失効により利益として計上した金額および科目名
　営業外収益の「その他」　274千円

２．ストック・オプションの内容、規模およびその変動状況
⑴　ストック・オプションの内容

平成19年第１回新株予約権（ストック・オプション）

付与対象者の区分および
人数

当社の取締役	  ４名
当社の従業員	 133名
当社の子会社の取締役および従業員	 108名

株式の種類別のストック・
オプション数（注） 普通株式 　　　　600,000株

付与日 平成19年８月10日

権利確定条件

付与日（平成19年８月10日）以降、権利確定日（平
成21年８月10日）まで継続して勤務していること。
ただし、任期満了による退任、定年退職その他こ
れに準ずる正当な事由がある場合にはこの限りで
ない。

対象勤務期間 自　平成19年８月10日
至　平成21年８月10日

権利行使期間 自　平成21年８月11日
至　平成23年11月30日

（注）株式数に換算して記載しております。

⑵　ストック・オプションの規模およびその変動状況
　当連結会計年度（平成23年８月期）において存在したストック・オプション
を対象とし、ストック・オプションの数については、株式数に換算して記載し
ております。
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①　ストック・オプションの数
平成19年第１回新株予約権（ストック・オプション）

権利確定前（株）
前連結会計年度末 －
付与 －
失効　 －
権利確定 －
未確定残 －
権利確定後（株）
前連結会計年度末 574,000
権利確定 －
権利行使 －
失効 5,000
未行使残 569,000

②　単価情報
平成19年第１回新株予約権（ストック・オプション）

権利行使価格（円） 463
行使時平均株価（円） －
付与日における公正な
評価単価（円） 55

３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法
　基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数
のみ反映させる方法を採用しております。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額	 695円29銭

２．１株当たり当期純利益	 23円36銭
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独立監査人の監査報告書
平成23年10月11日

株式会社　技研製作所
　　　取締役会　御 中

	 有限責任 あずさ監査法人
		  指定有限責任社員
		  業 務 執 行 社 員	 公認会計士	 伊與政　元　治　㊞

		  指定有限責任社員
		  業 務 執 行 社 員	 公認会計士	 土　居　正　明　㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社技研製作所の
平成22年９月１日から平成23年８月31日までの連結会計年度の連結計算書類、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結
注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者にあり、当
監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表
示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎
として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によっ
て行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討すること
を含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎
を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、株式会社技研製作所及び連結子会社から成る
企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な
点において適正に表示しているものと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上　

連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本
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連結計算書類に係る監査報告書

　当監査役会は、平成22年９月１日から平成23年８月31日までの第30期事業年度
に係る連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計
算書及び連結注記表）に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議
の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとお
り報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、コンプライアンス（法令遵守）
を重点監査項目として設定し、各監査役から監査の実施状況及び結果について
報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた当期の監査方針、監査計画等に従い、連結計
算書類について取締役及び使用人等から報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。また、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ､ 適正な監査を実施し
ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職
務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条
各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会
計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求め
ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る連結計算書類について検討
いたしました。

２．監査の結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認
めます。

　平成23年10月12日
			   　株式会社 技研製作所  監査役会

常勤監査役（社外監査役）　　鍵　山　昭　嘉　㊞
社外監査役　 　　　　　　　山　中　紀　雄　㊞
監　査　役　 　　　　　　　徳　平　忠　昭　㊞

連結計算書類に係る監査役会の監査報告書　謄本

以上は入らなくてよいか
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貸 　 借 　 対 　 照 　 表
（平成23年８月31日現在）

（単位：千円）
科　　　　目 金　　　額
〔負債の部〕

流 動 負 債 2,899,527
支 払 手 形 1,193,346
買 掛 金 330,805
短 期 借 入 金 120,000
１年内返済予定の 192,112長 期 借 入 金
リ ー ス 債 務 6,028
未 払 金 199,636
未 払 費 用 396,230
前 受 金 12,750
前 受 収 益 57,750
預 り 金 14,003
賞 与 引 当 金 232,877
そ の 他 143,987

固 定 負 債 2,462,359
社 債 160,000
長 期 借 入 金 1,251,680
リ ー ス 債 務 15,552
長 期 未 払 金 697,424
製品機能維持引当金 241,887
長 期 前 受 収 益 90,750
そ の 他 5,066

負　債　合　計 5,361,886
〔純資産の部〕

株 主 資 本 14,602,987
資 本 金 3,240,431
資 本 剰 余 金 4,400,749
資 本 準 備 金 4,400,708
その他資本剰余金 40

利 益 剰 余 金 7,264,065
利 益 準 備 金 265,767
その他利益剰余金 6,998,297
買換資産圧縮積立金 38,179
別途積立金 6,300,000
繰越利益剰余金 660,118

自 己 株 式 △302,258
評価・換算差額等 △2,302

その他有価証券評価差額金 △2,302
新 株 予 約 権 31,256

純 資 産 合 計 14,631,941
負債純資産合計 19,993,827

科　　　　目 金　　　額
〔資産の部〕

流 動 資 産 9,489,056
現 金 及 び 預 金 2,965,851
受 取 手 形 483,256
売 掛 金 3,284,167
製 品 713,757
仕 掛 品 593,055
原材料及び貯蔵品 712,289
前 払 費 用 13,070
繰 延 税 金 資 産 403,047
未 収 入 金 242,244
１年内回収予定の 79,830関係会社長期貸付金
そ の 他 3,242
貸 倒 引 当 金 △4,757

固 定 資 産 10,504,771
有 形 固 定 資 産 7,289,765
建 物 532,842
構 築 物 99,910
機 械 及 び 装 置 1,548,321
車 両 運 搬 具 8,913
工 具 器 具 備 品 38,957
土 地 4,666,484
リ ー ス 資 産 20,348
建 設 仮 勘 定 373,987

無 形 固 定 資 産 65,728
商 標 権 914
ソ フ ト ウ ェ ア 63,367
そ の 他 1,446

投資その他の資産 3,149,278
投 資 有 価 証 券 115,844
関 係 会 社 株 式 1,326,437
出 資 金 25,081
長 期 前 払 費 用 4,003
投 資 不 動 産 342,759
繰 延 税 金 資 産 645,846
役員保険積立金 634,236
そ の 他 76,008
貸 倒 引 当 金 △4,595
投資損失引当金 △16,343
資　産　合　計 19,993,827

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損 　 益 　 計 　 算 　 書
自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日

（単位：千円）
科　　　　　　　　　目 金　　　　　　　額

売 上 高 8,082,954
売 上 原 価 5,239,194

売 上 総 利 益 2,843,760
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,667,197

営 業 利 益 176,563
営 業 外 収 益

受 取 利 息 1,863
受 取 配 当 金 2,264
不 動 産 賃 貸 料 34,230
業 務 受 託 料 46,804
ス ク ラ ッ プ 売 却 益 32,082
そ の 他 18,776 136,020

営 業 外 費 用
支 払 利 息 14,556
た な 卸 資 産 廃 棄 損 51,290
為 替 差 損 38,732
そ の 他 5,576 110,156

経 常 利 益 202,427
特 別 利 益

補 助 金 収 入 4,630
子 会 社 株 式 減 資 差 益 192,251 196,881

特 別 損 失
固 定 資 産 廃 棄 損 45,678
投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,350
減 損 損 失 15,340 62,368

税 引 前 当 期 純 利 益 336,940
法人税、住民税及び事業税 15,814
法 人 税 等 調 整 額 39,996 55,810

当 期 純 利 益 281,129

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

（ ）



－ 34 －

株 主 資 本 等 変 動 計 算 書
自　平成22年９月１日
至　平成23年８月31日

（単位：千円）
科　　　　　　　目 金　　額

株主資本
資本金
前期末残高 3,240,431
当期末残高 3,240,431
資本剰余金
資本準備金
前期末残高 4,400,708
当期末残高 4,400,708
その他資本剰余金
前期末残高 42
当期変動額
自己株式の処分 △2
当期変動額合計 △2
当期末残高 40
資本剰余金合計
前期末残高 4,400,751
当期変動額
自己株式の処分 △2
当期変動額合計 △2
当期末残高 4,400,749

利益剰余金
利益準備金
前期末残高 265,767
当期末残高 265,767
その他利益剰余金
買換資産圧縮積立金
前期末残高 38,179
当期末残高 38,179
別途積立金
前期末残高 6,300,000
当期末残高 6,300,000
繰越利益剰余金
前期末残高 676,172
当期変動額
剰余金の配当 △297,183
当期純利益 281,129
当期変動額合計 △16,053
当期末残高 660,118

利益剰余金合計
前期末残高 7,280,119
当期変動額
剰余金の配当 △297,183
当期純利益 281,129
当期変動額合計 △16,053
当期末残高 7,264,065

（ ）
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科　　　　　　　目 金　　額
自己株式
前期末残高 △290,286
当期変動額
自己株式の取得 △12,001
自己株式の処分 29
当期変動額合計 △11,971
当期末残高 △302,258
株主資本合計
前期末残高 14,631,015
当期変動額
剰余金の配当 △297,183
当期純利益 281,129
自己株式の取得 △12,001
自己株式の処分 27
当期変動額合計 △28,028
当期末残高 14,602,987

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金
前期末残高 △3,947
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,644
当期変動額合計 1,644
当期末残高 △2,302
評価・換算差額等合計
前期末残高 △3,947
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,644
当期変動額合計 1,644
当期末残高 △2,302

新株予約権
前期末残高 31,531
当期変動額
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △274
当期変動額合計 △274
当期末残高 31,256
純資産合計
前期末残高 14,658,599
当期変動額
剰余金の配当 △297,183
当期純利益 281,129
自己株式の取得 △12,001
自己株式の処分 27
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 1,369
当期変動額合計 △26,658
当期末残高 14,631,941

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準および評価方法
⑴　有価証券の評価基準および評価方法

子会社株式および
関連会社株式……………移動平均法による原価法を採用しております。
その他有価証券
　時価のあるもの………決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定）を採用しております。

　時価のないもの………移動平均法による原価法を採用しております。
⑵　デリバティブ等の評価基準および評価方法

デリバティブ……………時価法を採用しております。
⑶　たな卸資産の評価基準および評価方法

製品、仕掛品および
未成工事支出金…………個別法による原価法（貸借対照表価額については、

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を採用し
ております。

原材料……………………月別総平均法による原価法（貸借対照表価額につい
ては、収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）を
採用しております。
ただし、中古機は個別法による原価法（貸借対照表
価額については、収益性の低下に基づく簿価切下げ
の方法）を採用しております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）
　定率法（ただし、レンタル資産については経済的、機能的な実情を勘案した合
理的な償却年数による定額法、平成10年４月１日以降に取得した建物（附属設備
を除く）については定額法）を採用しております。また、平成19年８月31日付で
吸収分割により承継した機械及び装置については、定率法によっております。
　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
　建物　　　　　３年～ 38年
機械及び装置　２年～ 17年
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⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法を採用しております。ただし、自社利用のソフトウェアについては、
社内における利用可能期間（５年）に基づいております。

⑶　リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金
　売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績
率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、
回収不能見込額を計上しております。

⑵　投資損失引当金
　投資先への投資に係る損失に備えるため、当該会社の財政状態および回収可
能性を勘案して、必要額を計上しております。

⑶　賞与引当金
　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業
年度の負担額を計上しております。

⑷　役員賞与引当金
　役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額のうち当事業年
度の負担額を計上しております。
（追加情報）
　従来、役員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づ
き役員賞与引当金を計上しておりましたが、当事業年度より内規に基づき事
前確定届出給与制度を導入したことに伴い、当該報酬額を未払役員賞与とし
て流動負債の「未払費用」に計上しております。

⑸　退職給付引当金
　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および
年金資産の額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を
計上しております。
（追加情報）
・退職給付制度の一部変更
　当社は、平成23年３月１日に適格退職年金制度から確定給付企業年金制度
に移行しております。この移行に伴う会計処理については「退職給付制度間
の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用してお
ります。　
　これにより、当事業年度の営業利益、経常利益および税引前当期純利益は、
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それぞれ17,793千円増加しております。
⑹　役員退職慰労引当金
　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し
ております。
（追加情報）
・役員退職慰労金制度の廃止
　当社は平成22年11月25日開催の定時株主総会において、役員退職慰労金制
度を廃止し、これまでの在任期間に応じた役員退職慰労金を各役員の退任時
に支給することを決議いたしました。
　これにより、当社の「役員退職慰労引当金」（696,440千円）を全額取り崩し、
流動負債の「未払金」および固定負債の「長期未払金」に計上しております。

⑺　製品機能維持引当金
　販売済み製品の機能維持費用に充てるため、対象となる製品の契約内容に従
い、過去の実績による機種ごとの必要見込額を計上しております。

４．収益および費用の計上基準
　売上高のうち圧入工事事業の完成工事高および完成工事原価の計上について
は、当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事につい
ては工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の工事につ
いては工事完成基準を適用しております。

５．外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額
は損益として処理しております。

６．ヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっております。なお、振当処理の要件を満たしている為
替予約および通貨スワップについては振当処理によっております。
⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
　為替予約および通貨スワップを手段として、契約時に存在する債権債務等を
対象としております。
⑶　ヘッジ方針
　社内規程においてヘッジの手段と対象を定め、為替変動リスクをヘッジする
目的で行っております。
⑷　ヘッジ有効性評価の方法
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　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動の累計または相場変動とヘッジ手段の
キャッシュ・フロー変動の累計または相場変動を比較し、その変動額の比率に
よって有効性を評価しております。

７．その他の計算書類作成のための基本となる事項
　消費税等の会計処理
　税抜方式を採用しております。

８．重要な会計方針の変更
　（資産除去債務に関する会計基準の適用）
　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平
成20年３月31日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会
計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。これによる損
益に与える影響はありません。

９．損益計算書の表示方法の変更
⑴　前事業年度まで区分掲記しておりました「レンタル売上高」（当事業年度は
721,304千円）は、売上高の100分の10以下となったため、当事業年度より「売
上高」に含めて表示しております。
　これに対応して前事業年度まで区分掲記しておりました「レンタル売上原価」
（当事業年度は770,092千円）は「売上原価」に含めて表示しております。
⑵　前事業年度において、営業外収益の「その他」に含めて表示しておりました
「スクラップ売却益」は、金額の重要性が増したため、当事業年度より区分掲
記しております。
　なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含まれる「スクラップ売却益」
は3,856千円であります。

貸借対照表に関する注記
１．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権	 578,531千円	 短期金銭債務	 227,507千円
		  長期金銭債務	 12,500千円

２．有形固定資産の減価償却累計額			   8,883,288千円
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３．担保資産および担保付債務
担保に供している資産は次のとおりであります。
　　建物	 101,686千円	 土地	 1,714,177千円

担保資産に対応している債務は次のとおりであります。
　　短期借入金		     40,000千円
　　長期借入金		  1,443,792千円
　　（内１年内返済予定の長期借入金	   192,112千円）

４．買取保証	   373,414千円

５．保証債務
　下記の関係会社の工事請負に係る金融機関の工事履行保証に対し、債務保証を
行っております。
　ギケン　セイサクショ　アジア　プライベート・リミテッド	 63,530千円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引

売上高	   866,360千円
仕入高	    40,069千円
営業取引以外の取引高	   108,553千円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類および株式数	 普通株式	 691,911株
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税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
　（繰延税金資産）
たな卸資産評価減	 172,819千円
賞与引当金	 94,082千円
役員退職慰労金	 281,575千円
製品機能維持引当金	 97,722千円
長期前受収益	 30,300千円
たな卸資産廃棄損	 12,168千円
子会社株式評価損	 803,688千円
繰越欠損金	 165,968千円
その他	  298,260千円
小計	 1,956,586千円
評価性引当金控除額	 △862,517千円
　繰延税金資産合計	 1,094,068千円

　（繰延税金負債）
買換資産圧縮積立金	 △25,880千円
未収事業税	 △10,814千円
前払年金費用	 △8,479千円
繰延税金負債合計	 △45,174千円

繰延税金資産の純額	 1,048,894千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった
主な項目別の内訳
法定実効税率	 40.4％

 （調整）
交際費等永久に損金に算入されない項目	 1.3％
子会社株式（有償減資）	 △31.4％
減損損失	 1.8％
住民税均等割等	 3.0％
その他	 1.5％
税効果適用後の法人税等の負担率	 16.6％
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リースにより使用する固定資産に関する注記
１．所有権移転外ファイナンス・リース取引
⑴　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

（単位：千円）

取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額
工具器具備品 6,108 5,191 916
ソフトウェア 22,542 14,652 7,889
合　　計 28,650 19,844 8,805

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める
割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

⑵　未経過リース料期末残高相当額
１年内	 5,424千円
１年超	 3,381千円
　計	 8,805千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高
等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

⑶　支払リース料、減価償却費相当額
支払リース料	 5,730千円
減価償却費相当額	 5,730千円

⑷　減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

２．オペレーティング・リース取引
　オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料

１年内	 73,740千円
１年超	 247,848千円
　計	 321,588千円
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関連当事者との取引に関する注記
１．親会社および法人主要株主等
　該当事項はありません。

２．子会社等

種類 会社等
の名称

議決権等
の 所 有
（被所有）
割　合

関 連 当 事 者
と の 関 係

取引内容
取　引
金　額
（千円）

科　目 期末残高
（千円）役員の

兼　任
事業上
の関係

子会社

株式会社
技研施工

（所有）
100％

兼任
３名

当社製品の
レンタル

当社製品の
レンタル
（注1）

580,423 売掛金 178,785

ギケン セイサクショ 
アジア プライベート・
リミテッド

（所有）
100％

兼任
２名

当社製品の
販売

当社製品
の販売
（注1）

107,280 売掛金 47,563

ギケン アメリカ
コーポレーション

（所有）
100％

兼任
２名

当社製品の
販売

当社製品
の販売
（注1）

123,014 売掛金 216,516

資金の
貸付
（注2）

―
１年内回収予
定の関係会社
長期貸付金　

79,830

（注）	１.	 上記会社への当社製品の販売およびレンタルについては、市場価格を参考に決定
しております。

	 ２.	 資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。なお、担保は受
け入れておりません。

	 ３.	 取引金額には消費税等は含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれており
ます。

１株当たり情報に関する注記
１．１株当たり純資産額	 688円46銭

２．１株当たり当期純利益	 13円25銭

その他の注記
ストック・オプション等に関する注記
　連結計算書類の注記事項として記載しているため、省略しております。
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独立監査人の監査報告書

平成23年10月11日
株式会社　技研製作所
　　 取締役会　御 中

	 有限責任 あずさ監査法人
		  指定有限責任社員
		  業 務執行社員	 公認会計士　	 伊與政　元　治　㊞

		  指定有限責任社員
		  業 務執行社員	 公認会計士	 土　居　正　明　㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社技研製
作所の平成22年９月１日から平成23年８月31日までの第30期事業年度の計算書
類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表
並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属明細書
の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及びそ
の附属明細書に対する意見を表明することにある。
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠
して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に
重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査
は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並び
に経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附
属明細書の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として
意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し
ているものと認める。
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。

以　上　

会計監査人の監査報告書　謄本
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監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書
　当監査役会は、平成22年９月１日から平成23年８月31日までの第30期事業年度の
取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結
果、監査役全員の一致した意見として、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告
いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、当期の監査方針、監査計画等を定め、コンプライアンス（法令遵
守）を重点監査項目として設定し、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査方針、
監査計画等に従い、取締役、内部監査室その他の使用人等と意思疎通を図り、情
報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に
出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要
に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されている取
締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株
式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条
第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議
に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、
意見を表明いたしました。
　なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有限責任 あずさ監
査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じ
て説明を求めました。
　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を
図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、
当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施している
かを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行
が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ
る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）
等に従って整備している旨の通知を受け､ 必要に応じて説明を求めました。以上
の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書について検討いたしまし
た。
２．監査の結果
（1）事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正し
く示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する
重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。
また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務
の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
　　なお、財務報告に係る内部統制については、本監査報告書の作成時点にお
いて有効である旨の報告を取締役等及び有限責任 あずさ監査法人から受け
ております。

（2）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると
認めます。

平成23年10月12日
	 株式会社 技研製作所  監査役会
		  常勤監査役（社外監査役）	 鍵　山　昭　嘉　㊞
		  社外監査役	 山　中　紀　雄　㊞
		  監　査　役	 徳　平　忠　昭　㊞

以　上
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株 主 総 会 参 考 書 類

第 1 号議案　剰余金の処分の件

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

期末配当に関する事項

　当期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等を勘

案いたしまして、８円といたしたいと存じます。これによって、中間配当金と

合わせた１株当たり年間配当額は14円となります。

⑴　配当財産の種類

金銭といたします。

⑵　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式　１株につき８円

なお、この場合の配当総額は、169,660,936円となります。

⑶　剰余金の配当が効力を生じる日

平成23年11月28日（月）

第 2 号議案　監査役２名選任の件

　監査役山中紀雄氏および徳平忠昭氏は、本定時株主総会終結の時をもって、任

期が満了となりますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日） 略歴、当社における地位および重要な兼職の状況 所有する当社

株式の数

１ 松
まつ

　村
むら

　勝
かつ

　喜
き

（昭和20年５月３日生）

昭和43年 8月　高知県庁入庁
平成13年 4月　高知県文化環境部長
平成15年 4月　高知県農林水産部海洋局長
平成16年 3月　高知県庁退職
平成19年12月　当社顧問
	 現在に至る
平成20年12月　高知市監査委員
	 現在に至る
平成21年 4月    公立大学法人高知工科大学
　　　　　　　地域連携機構特任教授
	 現在に至る

7,552株

２ 宮
みや

　﨑
ざき

　利
とし

　博
ひろ

（昭和24年６月４日生）

昭和47年 4月　高知県庁入庁
平成15年 6月　高知県理事
	 （危機管理担当）
平成18年 4月　高知県土木部長
平成20年 4月　高知県理事
	 （東京事務所担当）
平成22年 3月　高知県庁退職
	 現在に至る

－

（注）	１．各候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
	 ２．宮﨑利博氏は社外監査役の候補者であります。
	 ３．宮﨑利博氏を社外監査役候補者とした理由は、長年行政で培われた豊富な経験、

高い見識を活かして当社経営、業務に対し客観的見地から適切な監査をしていた
だけると判断したため、お願いするものであります。なお、同氏は、直接会社経
営に関与された経験はございませんが、上記の理由に基づき、社外監査役として
の職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

	 ４．本議案が承認可決され、宮﨑利博氏が社外監査役に選任された場合、当社と同氏
との間で定款第31条第２項の規定に基づく責任限定契約を締結する予定であり
ます。なお、当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令に定める最低責任限度
額であります。

	 ５．当社は、宮﨑利博氏を、大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として同取引所
に届け出る予定であります。

以　上



会　　　場　高知市布師田3948番地１
株式会社　技研製作所（本社　社員ホール）
TEL：（088）846－2933

最寄り駅等　JR高知駅（土讃線）より車で約15分
JR土佐一宮駅（土讃線）より車で約５分
高知龍馬空港より車で約30分
高知インターチェンジより車で約５分

株主総会会場ご案内図


